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要  旨 

 

 本稿では，近年ビール系飲料として販売されている発泡酒の登場によって発

生している経済厚生上のロスを定量的に評価した．節税ビールである発泡酒は，

品質が低いにもかかわらず課せられている税率が低いことによって需要が発

生している．もし， 同一の税率の下ならば価格優位性がなく需要がない可能

性がある．このような商品は限界費用と異なる価格のために，資源配分を歪め

てしまい，経済厚生を引き下げていると理解される． 

この問題を定量的に評価するために，標準的な CES 型効用関数を仮定し， 

POS データを用いてビール系飲料の需要の価格弾力性を推計した．その結果，

需要の価格弾力性は 4.3 程度であることが分かった． 

この結果に基づくと，ビール系飲料として発泡酒が販売されていることの経

済厚生上のロスは 2400 億円程度の規模をもつと推定される．このことは，事

前の意味で税制の整合性を図ることの重要性を示唆し，また，複雑な税制を改

めることの価値を見出す結果であるといえる．  
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1 はじめに

1990年代半ば以降，日本では発泡酒が売上シェアを伸ばしてきた．発泡酒
は麦芽比率の低いビール類似商品であり，ビールと比較して低い税率を課さ

れてきた．1990年代半ばから，低価格のビール系飲料として認識され，2007
年には，スーパーでのビール系飲料の販売の半数が発泡酒や第 3のビールで
占められるようになっている．

発泡酒は，ある種のプロダクト・イノベーションの結果として生じた商品

である．イノベーションの内容は，低い麦芽比率の原料からビール類似の製

品を製造する技術的進歩と考えられる．その一方で，発泡酒や第 3のビール
は，ビールよりも低い税率を利用した商品であり，同一の税率の下では価格

優位性がなく需要がない可能性がある．

このような商品は，課税によって限界費用と異なる価格付けがなされるた

め，資源配分を歪めてしまい，経済厚生を引き下げている可能性がある．そ

こで本稿では，発泡酒が販売されることによる経済厚生上のロスを定量的に

測定することは試みる．経済厚生上のロスを定量的に測定することは，税制

の変更が経済厚生にどのような影響を持つかを評価することができるという

重要性を持つ．

本稿では，厚生を評価するための比較的シンプルなモデルを提示する．そ

の上で，ビール系飲料に対するモデルの上での最適課税を求め，現実と最適

課税の下での経済厚生の差を評価する．量的な評価をするためには，具体的

な効用関数の関数型を特定し，パラメータの値を推計する必要がある．ここ

では CES型効用関数を仮定する．CES型効用関数は，必要となるパラメー
タを減らし，量的評価を容易にするが，一方で，非現実的な側面も存在する。

例えば，ビールと発泡酒の最適課税は，直感的な方向と逆にビールの課税を

増加させ，発泡酒の課税を引き下げることになる．このような限界があるが，

ここでは CES型効用関数によって評価する．
この方針のもとで厚生を評価するためには，CES型効用関数のパラメータ
を推計することが必要となるが，これは需要の価格弾力性に他ならない．し

たがって，需要の価格弾力性を推計することが必要であるが，これはしばしば

困難を伴う．ここでは，POSデータを用いて需要の価格弾力性を推計する1．

一般に需要の価格弾力聖を正確に推計することは容易ではない．すなわち同

時方程式の識別の問題として古くから知られている問題であり（Koopmans;
1949, Fisher; 1966, Hausman; 1983），データから得られる価格と数量は需
要曲線自身の変動を含んでいるために発生する．この問題を咲けるために適

切な操作変数を見つける必要がある．適切な操作変数とは，当該の財の需要

ショックと供給ショックに対して，供給ショックと相関があり，需要ショック

1POS データのような，高い頻度を持ったスキャナー・データは，Chevalier et al. (2003)
や Kehoe and Midrigan (2007) のような CPI に関する研究に用いられてきているが，本稿の
ようなミクロ政策の評価にも有用であると考えられる．
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と無相関な変数である．一般にこのような変数を探し出すことは容易ではな

い．この問題を解決するために，POSデータを用いることは大きなメリット
がある．ここでは市場の分断の情報を用いることで適切な操作変数を探す方

法をとることとする．

日次のように高い頻度をもつデータにおける操作変数を検討したものとし

て，Hausman (1997)，Nevo (2001)，および Hausman and Leonard (2002)
がある．これらの研究で重要となったのは市場の分断の情報である．これら

の研究では，同一時点，同一商品の地理的に別の市場での価格を操作変数と

した．同一商品の供給ショックは共通していると考えられるのにたいして，地

理的に別の市場での価格は，需要ショックが異なると考えられるため，適切

な操作変数となっている．

また，宇南山・慶田 (2008) では，同一商品のまとめ売り価格を操作変数
として用いている．個別売りとまとめ売りでは市場が分断されていると考え

る．すなわち，個別売り商品を購入する需要者は即時的に消費することを想

定しており，まとめ売り商品を購入する需要者は在庫として保有し，後日消

費すると考えられる．特に，宇南山・慶田 (2008) で扱われたドリンク剤で
は，この特徴が顕著であり，そのような場合個別売り価格とまとめ売り価格

では，同一商品であることから供給ショックは共通であるが，需要ショックは

異なることが想定される．そのため，適切な操作変数となっている．

本稿で扱うビール系飲料においても，宇南山・慶田 (2008) と同様の考え
方が可能である．缶売りのビール系飲料では 1本売り，6本売り，24本売り
という商品が大半を占めているので，1本売りの需要の価格弾力性を推計す
るために，6本売り価格や 24本売り価格を用いることは適切であると考えら
れる．

このような推計の結果，ビール系飲料の需要の価格弾力性は，4.3程度であ
ると推計された．これをモデルに適応して最適課税に対する経済厚生のロス

を計算すると，2400億円程度となることが分かった．
本稿の残りは以下のように構成されている．第 2節ではビール系飲料の税
率と税収についてまとめる．第 3節では，経済厚生を評価するためのモデル
を提示する．第 4節では，POSデータを用いて需要の価格弾力聖を推計する．
第 5節では，推計結果に基づき量的な評価を示す．第 6節は，政策インプリ
ケーションとまとめである．

2 ビール系飲料の税率と税収

発泡酒は，1995年頃からビール代替商品として開発され，ビールに対して
低い税率を課せられる商品として低価格で需要を獲得してきた．ビールは麦

芽と税制上認められた副原料を用いて醸造されるのに対して，発泡酒はその

他の副原料を用いて麦芽の割合を引き下げたものである．発泡酒はビールと
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比較して麦芽の割合が低いほど，低い税率が定められている．そのため，麦芽

の割合を減らしたビール代替商品は低い税率を利用した低価格商品となった．

ただし，発泡酒の品質はビールに劣るとの評価が一般的である．すなわち，

低品質の商品が，税制によって大きな需要を獲得しているという状況になっ

ている．これは，もちろん課税当局の意図したことではないが，経済厚生を

低めている可能性が高い2．もし，ビールと発泡酒の税率が同一であったなら

ば，どれだけの経済厚生の改善が見込まれるかという疑問に対して，定量的

に答えることは重要な意味がある．なぜならば，そのような税制の変更を行

うことがどれだけの効果を持つかという政策評価となるからである．

酒税の目的は，酒税法に明記されていないが，消費税の一つとして販売価

格の原価を構成することを通じて最終的には消費者に転嫁されることが予定

されている間接税であるとされる．一般的な経済理論によれば，消費税の課

税は生産者と消費者の両者に負担を生じさせ，均衡での取引数量を減らすこ

とになる．酒類の消費による外部不経済があれば，このような課税は厚生上

正当化できるが，アルコールの持つ中毒性が引き起こす健康被害を外部性と

して想定されているものと思われる．

一方で，酒税法は，酒類を 4分類 17品目に分け，それぞれに量（リットル）
あたりの課税額を定めている．ビール，発泡酒や第 3のビールは発泡性酒類
に分類されているが，清酒や果実酒などの醸造酒類や焼酎やウィスキーなど

の蒸留酒類とは異なる課税額が定められている．課税額は，酒類の量に対し

て定められているため，アルコールの量に対する課税額は，酒類の分類，品

目によって相当ばらつきがある．この観点からすると，酒税の目的を健康被

害を外部性として想定しているという説明では不十分である可能性がある．

ビール系飲料（酒税法における発泡性酒類とほぼ同義である）の税率の変

化を，図 1にまとめた．ビールの税率は長い間 1リットルあたり 222円であっ
たが，2006年の税制改正によって 1リットルあたり 220円に引き下げられた．
発泡酒は麦芽比率 25%以下のものでみて，2002年まで 1リットルあたり 105
円であったのが，2003年から 178.125円に引き上げられている．第 3のビー
ルも同時期に 98.6円から 103.722円に引き上げられている．
このような税率変更があった時代の，酒類の販売量を図 2にまとめている．
販売量は税額を決定するリットルで表されている．図 2では，ビール，発泡
酒，第 3のビール，その他で分けている．その他には，清酒，ワイン，ウィ
スキーや焼酎などが含まれており，それらの酒類をリットルで合計すること

にはほとんど意味を見出せない．しかし，ビール，発泡酒および第 3のビー
ルについては，リットルで比較することに一定の意味があると考えられる．

図 2によると，1993年から 2009年までの間に，酒類の販売量は微減してい
る．ビール系飲料をみると低下傾向がみてとれ，またビールのみでは大幅な

2このため，課税当局は 1996年と 2006 年の 2度に渡って，発泡酒の税率を上昇させるよう
に税制改革を進めてきた．この結果として，発泡酒から第 3 のビールと呼ばれるさらに税率の
低い商品群へとシフトが起こっている．
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低下がみられ，1990年代初頭から 2009年までの間に半減していることが分
かる．ただし，発泡酒が一定のシェアを獲得した 2002年までをみると，ビー
ルの消費量低下を発泡酒がほぼ代替しており，ビール系飲料の消費量自体は

変化がないことが分かる3．

酒類からの税収は図 3にまとめた．税収は酒税全体でみてもビール系飲料
でみても 1990年代初頭から一貫して低下していることが分かる．販売量で
は，少なくとも 2002年までは低下していないことから，ビールから発泡酒へ
のシフトが酒税収入を下げているといえる．一方で，図 2と図 3から，販売量
のビール系飲料の比率よりも税収のビール系飲料の比率が高いことが分かる．

このことは，販売量がリットルで測られていることを考慮すると，ビール系

飲料に対して，他の酒類と比較して高く課税されていることがみてとれる．

3 複数財に関わる政策の厚生評価

3.1 モデル

本節では，ビールと発泡酒の税制度の変更が経済厚生にどのように影響を

与えるかをみるためのモデルを提示する．複数財に関わる政策が実施された

場合の厚生を評価するために，消費者の効用関数と予算制約を設定する．対

象となる財について適切な効用関数の関数型を設定する必要がある．ここで

は，2財に対する税率が変更した場合について検討する．すなわち，ビール
(c1)と発泡酒 (c2)の消費について，それぞれ t1 と t2 の税が課せられている

と仮定する．その状況で，税制がそれぞれ t∗1 と t∗2 に変更される政策の厚生

評価を検討する．

課税について検討する財はビールと発泡酒であるが，より一般的な状況を

考慮するために，2財以外の財・サービスの合成財をその他の財・サービス
(c3)とし，3財モデルを考える．消費者は次のような効用関数を持っている
と仮定する．

V (U(c1, c2), c3) (1)

ビールと発泡酒を対象とする税制について検討するので，この 2つの財をと
呼ぶ．(1) 式は，次のような関数形を仮定する．

U(c1, c2) =

[(
c1

α1

)σ−1
σ

+
(

c2

α2

)σ−1
σ

] σ
σ−1

(2)

V (x1, x2) =

[(
x1

β1

) γ−1
γ

+
(

x2

β2

) γ−1
γ

] γ−1
γ

(3)

32004 年の低下は，発泡酒が独自の分類を持たなかったために低下している可能性があり，
2008 年と 2009 年の低下ではリキュール類（発泡性）が第 3 のビールに含まれていないことに
よる可能性がある．したがって，このグラフではビール系飲料の低下は大きくなっている可能性
がある．
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x1 = U(c1, c2), x2 = c3 (4)

予算制約は次のように書ける．

p1c1 + p2c2 + p3c3 = Y (5)

ただし，p1，p2，p3は，それぞれビール，発泡酒，その他の財・サービスの

価格である．(1) 式によって，(c1, c2)と c3の間に additive separable な効用
関数を設定したことになる．このような加法性を設定することによって，対

象財であるビールと発泡酒の合成財としてとらえることが可能である．

ここで，対象財への支出を，

y = Y − p3c3 (6)

として，効用 U に対する間接効用関数は次のように書ける．

v̂(p1, p2, y) =
[
(α1p1)

1−σ + (α2p2)
1−σ

]− 1
1−σ

y (7)

さらに，対象財の価格指数を，

p̂(p1, p2) =
[
(α1p1)

1−σ + (α2p2)
1−σ

] 1
1−σ

(8)

と定義すると，効用 V に対する支出関数は，

e(p1, p2, p3, V ) =
[
(β1p̂(p1, p2))

1−γ + (β2p3)
1−γ

] 1
1−γ

V (9)

と書ける．

また，c1 および c2 への需要は，それぞれ，

c1 =
α1−σ

1 p−σ
1

(α1p1)
1−σ + (α2p2)

1−σ y (10)

c2 =
α1−σ

2 p−σ
2

(α1p1)
1−σ + (α2p2)

1−σ y (11)

となる．

さらに，CES型効用関数を仮定していることにより，対象財の物価を，

p̂(p1, p2) =
[
(α1p1)1−σ + (α2p2)1−σ

] 1
1−σ (12)

と定義できる．同様に，3財の物価を，

p̄(p̂, p3) =
[
(β1p̂)1−γ + (β2p3)1−γ

] 1
1−γ (13)

と書ける．
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3.2 最適税率

現実の税率に対して，税率の変更によって経済厚生がどのように変化する

かを定量的に測ることが本稿の目的である．任意の税率に変更した場合の経

済厚生の変化を考えられることが望ましいが，実際には税収が変動したこと

による経済厚生の変化は評価が難しい．したがって，ここでは税収中立とな

る，つまり税収を変化させずに消費者の効用を最大にする最適税率を求め，

その税率に変化させたときの経済厚生の上昇分を計測する．

ここで，価格 pは原価と税の和として考える．したがって，

p1 = d1 + t1 (14)

p2 = d2 + t2 (15)

とする．ただし，d1 と d2 はそれぞれビールと発泡酒の原価とする．

税収を T̄ とする，最適な対象財への税率を求めるため，T̄ を制約条件とし

て間接効用関数を最大化する問題を解く．最大化問題はつぎのように書くこ

とができ，

max
t1,t2

v(d1 + t1, d2 + t2, p3, Y ) (16)

s. t. T̄ = t1c1(d1 + t1, d2 + t2, p3, Y )

+t2c2(d1 + t1, d2 + t2, p3, Y ) (17)

の解となるビールの税率 t∗1，発泡酒の税率 t∗2 の組み合わせを最適税率とよ

ぶ．以下では，最適な税率とそのときの価格を，

p∗1 = d1 + t∗1 (18)

p∗2 = d2 + t∗2 (19)

として，アスタリスクをつけて表記する．

この問題の 1階の条件から，

p1

p2
=

d1 + t1
d2 + t2

=
α2

α1
(20)

であることが分かる．すなわち，ビールと発泡酒の価格比が，効用関数のパ

ラメータである α1と α2の比の逆数となるように税率を定めることが効用を

最大にすることが分かる．さらに，

p1c1

p2c2
= 1 (21)

が得られ，最適な税率はビールと発泡酒のシェアを等しくすることが得られる．

このことは，逆説的な結果といえる．家計調査から，発泡酒のシェアはビー

ルの 3分の 1程度であることが分かっている．直感的には，品質の高いビー
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ルのシェアをさらに大きくし，発泡酒のシェアを下げるように，ビールの価

格を低下させ，発泡酒の価格を上昇させるように税率を調整するのが望まし

いように思われる．しかしながら，CES型効用関数のもとでは，ビールと発
泡酒のシェアを等しくするように，ビールの価格を上昇させ，発泡酒の価格

を低下させるように，税制を変更することが効用を高めることになる．これ

はCES型効用関数を用いることの限界である．ここでは，このような限界が
あることを認識した上で，モデルから導かれる税率変更を実施した場合の厚

生の上昇効果を計測することにする．

3.3 最適税率による経済厚生の上昇分

現実の税率を t1，t2として，最適税率 t∗1，t∗2に変更した場合の経済厚生の

上昇分を計算する．効用 V に対する間接効用関数を v(p1, p2, p3, Y )と書ける
として，最適な税率の下での間接効用は，

ν∗ = v(p∗1, p
∗
2, p3, Y ) (22)

となる．したがって，効用 ν∗を得るために，現実の税率ののもとで必要とな

る支出は

e(p1, p2, p3, ν
∗) (23)

となる．結果として，最適税率による経済厚生の上昇は，

e(p1, p2, p3, ν
∗) − Y (24)

と書くことができる．これは，等価変分による評価である．

ホモセティックな関数を想定しているため，等価変分と補償変分は等価と

なり，
p̄ − p̄∗

p̄
Y (25)

となる．したがって，現実の税率のもとと最適な税率のもとで 3財の物価を
測ることが厚生を評価する上で必要である．

効用関数が CES型に特定されていることで，ここまでに現れた関数はす
べて陽表的に解ける．したがって，経済厚生の上昇を定量的に計測するため

には，与えられるデータ以外のパラメータを知ることのみが必要である．こ

こでは，α1，α2，β1，β2のような財のシェアに関わるパラメータは既知のも

のとする．そのように考えると，CES型効用関数のパラメータである σと γ

を知ることで計測が可能である．γ はマクロデータによる推定が可能である

と考えると，σの値を知る必要があるが，これは対象財の需要の価格弾力性

を知ることにほかならない．すなわち，経済厚生の上昇を計測するためには，

対象財の需要の価格弾力性を推計することが必要であることが分かった．
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4 需要の価格弾力性の推計

4.1 POSデータ

前節のモデルによって，税率変更に伴う厚生を評価するためには，対象財

の需要の価格弾力性を知ることが必要であることが分かった．本稿では，財

団法人流通システム開発センターが提供している RDSデータベースを用い
てビール系飲料の需要の価格弾力性を推計する．

RDSデータベースでは，日本全国の小売店の販売データが収集されている．
このデータベースに情報を提供している店舗は，独立系の小売チェーンであ

り，資本規模の大きい小売チェーンは入っていない．ただし，地域的な偏り

は小さいので，全国の状況との大幅な乖離は発生しにくいと考えられる．

ここでは，RDSデータベースのうち 2000年から 2002年の 3年間のデータ
のみを扱う．これは，ビール系飲料の市場が，発泡酒が発売され，その後第

3のビールが発売されるという時系列的変化が大きい市場であるため，それ
らの影響を小さくするという目的がある．2000年から 2002年までは，発泡
酒が一定のシェアを獲得し，第 3のビールが参入する以前であるという安定
した時期である．

一般に，POSデータを用いる際には，大規模データであるために困難な側
面がつきまとう．POSデータの商品の識別は通常 JANコードと呼ばれる 13
桁のコードで識別されている4．JANコードは，同一商品であっても企業側
の理由によって別のコードを与えられていたり，販売が終了した商品のコー

ドを一定期間の後に新しい商品に付け替えられたりしている．したがって，

JANコードと商品の同定が重要である．
RDSデータベースに付随する JICFS商品データベースによると，ビール
に分類される商品は JANコードで 6,500以上，発泡酒も 1,700以上記録され
ている．これらの商品をすべて同定し，ブランドやその数量を把握すること

は，それらの情報が不完全なものも多く，事実上不可能である．そこで，ビー

ル系飲料として主要なものを選び出し，それらのみを用いることとした．ま

た，ビール系飲料の販売方式としては，缶売りと瓶売りがあるが，本稿では

缶売りのみを用いることとする．さらに，缶売りのなかでも主要な製品群で

ある 350ml売りと 500ml売りのみを用い，1本売り，6本売り，24本売りの
みを用いる．

以上の方針にしたがい，特定のブランドの缶売りで 350mlと 500mlの商品
で，1本売り，6本売り，24本売りの JANコードを同定し，RDSデータベー
スからそれらの JANコード飲みを抽出して，推計に使用するデータとした．
その結果，2,449,539レコードのデータとなった．ただし 1レコードには，あ
る店舗のある日次のある JANコードの売上と数量が記録されている．

4JAN コードとは，一般的にバーコードとよばれる読み取り式識別子に記録されている数字
である．
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4.2 推計モデル

対象財の販売数量を qit，価格を pitとすると推計モデルは次のように書く

ことができる．

ln qit = c + σ ln pit + ξ ln p̂it + Zitβ + εit (26)

ここで，iは店舗，tは時間を表すインデックスである．また，Zit はその他

のコントロールすべきダミー変数の集合であり，εitは誤差項である．対象財

の販売数量と価格のデータが利用可能で，需要の価格弾力性を推計する場合，

最小二乗法ではバイアスのある推計値となることが知られている．これは，

同時方程式の識別の問題として知られる問題であり，データとして与えられ

る販売数量と価格は，需要と供給の均衡で達成されることによる潜在的な同

時決定問題である5．すなわち，各店舗の価格が需要ショックの影響を受ける

のであれば，説明変数 ln pitと誤差項 εitが相関を持ち，最小二乗法によって

推計される係数 σはバイアスを持つという問題である．

このような場合，ある変数Xit が存在して，

cov(ln pit, Xit) 6= 0 and cov(εit,, Xit) = 0 (27)

であるならば，Xit を操作変数とする操作変数法の推定によって，需要の価

格弾力性を推定できることが知られている．すなわち，問題はそのような条

件を満たす操作変数が存在するかどうかである．

4.3 操作変数の選択

一般的なマクロデータを用いた推計では，供給のみ影響を与え需要には影

響を与えない変数として，賃金や地価などを操作変数として用いることが多

い．しかしそうしたデータは，年次や四半期といった頻度で公表されるのが

一般的で，ここで想定している日次の価格変動を説明するためには適当では

ない．

このような問題に対して，Hausman (1997)，Nevo (2001)，およびHausman
and Leonard (2002) は，同一時点，同一商品の地理的に別の市場での価格を
操作変数とした．地理的に異なる店舗であっても，同一商品であればコスト

面では共通要因が存在すると考えられ，ある地域での価格は他の地域の価格

と相関を持つと考えられる．一方で，消費者が一定の地理的な範囲で購買を

するならば，需要ショックは地理的に独立していると考えることができる．す

なわち，他の地域での同一商品の価格は，適切な操作変数となる．

また，宇南山・慶田 (2008) は，ドリンク剤の需要の価格弾力性を推計す
るために，同一店舗，同一日付，同一商品（ブランド）の異なる数量売りの

5例えば，Hausman (1983) をみよ．
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価格を操作変数として用いている．同一ブランド商品であっても，1本売り
商品と複数本まとめ売り商品とが存在する場合がある．このような商品が，1
本売り商品が短い期間で消費され，複数本売り商品がある程度の期間家庭で

保存された後に消費される．1本売り商品を購買するか複数本売り商品を購
入するかは，消費するためか，家庭で保存するためかという違いがあり，そ

の需要はまったく異なる．すなわち，1本売り商品と複数本売り商品の需要
は，同一店舗であっても分断されていると考えられる．そのため，1本売り
商品の価格と複数本売り商品の価格は供給ショックは共通しているが，需要

ショックはまったく異なっているとみなすことができる．すなわち，1本売り
商品の需要の価格弾力性を推計するために，複数本売り商品は適切な操作変

数となる．ここでは，宇南山・慶田 (2008) と同様の操作変数を用いて，1本
売りの需要の価格弾力性を推計するために，6本売り，もしくは 24本売りの
価格を操作変数として用いた．

推計は次のように行った．350mlの 1本売りの需要の価格弾力性を推計す
るために，その同日の同ブランドで 350mlの複数本売り商品の価格を操作変
数として用いる．もし，その日に同ブランド同量の複数本売り商品の価格が

ない場合，これはその商品が販売されなかった場合が考えられるが，その場

合はたとえ 1本売り商品が販売されていたとしてもその情報は用いない．こ
のように推計するために，操作変数としては 6本売り価格と 24本売り価格の
どちらかを利用可能であるが，24本売りは販売記録が少ないブランドがある
ために 6本売り価格を用いた方が情報を効率的に使用できると考え，6本売
り価格を操作変数として用いることとした．

推計結果を表 3にまとめる．この結果，1本売りの需要の価格弾力性は 350ml
で-4.33，500mlで-4.43と推計された．したがって，ビール系飲料の需要の価
格弾力性は-4.3程度として，量的評価をする．

5 量的評価

前節の推計結果をまとめると，ビール系飲料の需要の価格弾力性はおよそ

4.3程度であることが分かった．すなわち，モデルにおける σ = 4.3となる．
これに対して，効用関数 V のパラメータである γ は，マクロの消費デー

タから推計する必要がある．ここでは，家計調査と消費者物価指数を用いた．

推計は 2000年 1月から 2011年 12月の月次データを用いた．その結果，γは

1.36と推計された．
また，その他の効用関数のパラメータ α1，α2，β1，β2は，ビールと発泡酒

のシェア，またビール系飲料とその他の財のシェアから求められる．消費者

物価指数のウェイトでみると，2010年基準でビールへの支出は万分比で 42，
発泡酒は 13である．ここでは，ビールと発泡酒が 3:1とした．また，ビール
系飲料の支出は 56であるので，概算として 0.5%の支出とした．このような
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状況のもとで，量的評価に必要なパラメータを表 4の現実値にまとめる．
このパラメータのもとで，税収中立な最適な税率を求めると，ビールへの

課税 t1 = 2.2，発泡酒への課税 t2 = 0.24となる．これを前提として価格水準
を求め，(25)式で評価すると，

p̄ − p̄∗

p̄
= 0.0008 (28)

となる．したがって，家計消費の水準の 0.08%に相当する経済厚生上のロス
が発生していることとなる．これは，家計消費の総額が 300兆円とすると，
総額で 2400億円程度に相当する．

6 政策インプリケーションとまとめ

本稿では，発泡酒が販売されていることによる経済厚生上のロスを量的に

評価した．そのロスは，2400億円程度であると評価される．すなわち，これ
は税率を最適にすることによって家計は 2400億円少ない支出で同等の効用を
得られることを意味している．単純な税率変更で得られる経済厚生としては

決して小さくない．

ただし，ここでの量的評価には限界があることを認識しておく必要がある．

CES型効用関数を仮定したことにより直感的なビールの税率を下げ，発泡酒
の税率をあげるという税率の実施の効果にはなっていない．CES型効用関数
を仮定した結果，ビールと発泡酒の支出シェアが等しくなるような税制が，税

制中立のもとで効用を最大にするため，ビールの税率を上げ，発泡酒の税率

を下げるという税制改正による厚生改善効果を測ることとなった．これは、本

稿での量的な評価に強い留保を必要とするものである．この点の改善は，今

後の課題としたい．

このようなモデルとの齟齬があるとはいえ，数度に渡る税制改正は，経済

厚生を上昇させる方向に動いていることはありえることである．十分ではな

いが，ビールの税率を下げ，発泡酒の税率をあげていることからもそれは理

解される．また，より重要な点は，酒類の分類を簡素化し，更なる低税率商品

が発生することを防ぐように制度が改正されていることも注目すべきである．

しかしながら，事前の意味で，ビールと発泡酒の税率を適切に調整させて

おくべきであったという主張は意味を持ち得ない，という点はいかに強調し

ても強調しすぎることはない．それは，発泡酒に分類される飲料がビールと

同等の商品となるようなイノベーションが起こるとは，事前にはまったく想

定されていなかったからである．その意味では，どのように発泡酒のような

低税率の商品開発を避けることができるのか，という問いは非常に重要な意

味を持つ．

もっとも重要な点は，酒税全体のバランスがビールに偏重した課税となっ

ていたことが，発泡酒の開発を促進してしまった点である．そして，発泡酒の
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開発は望ましくないイノベーションであった．そのため，酒税のもつ目的に

したがって，酒税全体のバランスをとることが必要であると考えられる．ま

た，このような望ましくないイノベーションは，酒類に限られるものではな

い．したがって，税制において不必要なイノベーションを促進しないために

も，税制の整合性が重要な政策目標となるといえる．
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表 3: 推計結果
対象 操作変数 容量 −σ サンプル数

1本売り 6本売り価格 350ml -4.33 993188
6本売り価格 500ml -4.43 719431

6本売り 1本売り価格 350ml -1.66 993188
1本売り価格 500ml -3.14 719431

24本売り 1本売り価格 350ml -1.15 368995
1本売り価格 500ml -0.73 120502
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表 4: パラメータ
現実値 最適税率下

σ 4.3 4.3

α1 1.0 1.0

α2 2.33 2.33

γ 1.36 1.36

β1 77339.0 77339.0

β2 1.0 1.0

d1 3.0 3.0

d2 2.0 2.0

t1 2.0 2.2

t2 1.0 0.24

p1 = d1 + t1 5.0 5.2

p2 = d2 + t2 3.0 2.24
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図 1: ビール系飲料の税率

『国税庁統計年報』 1リットルあたりの税額（円）
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図 2: 酒類販売量

『国税庁統計年報』（単位：Kl）

図 3: 酒類の税収

『国税庁統計年報』（単位：百万円）

19


	要 旨
	1 はじめに
	2 ビール系飲料の税率と税収
	3 複数財に関わる政策の厚生評価
	3.1 モデル
	3.2 最適税率
	3.3 最適税率による経済厚生の上昇分

	4 需要の価格弾力性の推計
	4.1 POS データ
	4.2 推計モデル
	4.3 操作変数の選択

	5 量的評価
	6 政策インプリケーションとまとめ
	参考文献
	図表

